
 

板橋区介護保険料の徴収猶予及び減免に関する事務処理要綱 

（令和４年３月２８日 区長決定）  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京都板橋区介護保険条例（東京都板橋区条例第２５号。以

下「条例」という。）第１８条及び第１９条並びに東京都板橋区介護保険条例施

行規則（東京都板橋区規則第５７号。以下「規則」という。）第２１条及び第２

２条に定めるもののほか、介護保険料の徴収猶予及び減免に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）実収入月額 第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）、

その属する世帯の世帯主及び生計を一にする世帯員の収入が給与等（恩給及び

年金を含む。）である場合は、当該世帯主及び世帯員の基本給、家族手当、通

勤手当、仕送り等の収入を合算した額から所得税、住民税、健康保険料（共済

組合等の保険料を含む。）、厚生年金保険料、雇用保険料、労働組合費、通勤

費等の合算額を控除した額から、事業収入（不動産収入及び農業収入を含む。）

である場合は、売上金、家賃、間代その他収入等の総収入額から収入上必要な

経費として、仕入代、材料費、交通費、諸税、その他の経費等の合算額を控除

した額から、世帯主及び世帯員の職種及び就労日数を勘案して、別に定める基

礎控除額を控除した額をいう。 

（２）災害等 第１号被保険者又は、その属する世帯の生計維持者に生じた個々の

火災、風水害その他これらに類する災害をいう。ただし、故意に発生させた場

合を除く。 

（３）損害の程度 損害金額から保険金、損害賠償金で補填された金額を控除した

残額の損害財産の割合をいう。 

（４）基準生活費 公租、公課、年間医療費等に相当する額を考慮し、原則として、

生活保護法第８条に基づく生活保護基準額表にある各基準額の１００分の１

１５（１５パーセント増）に相当する、別に定める基準額を合算した額をいう。 

（５）保険料 介護保険料をいう。 

（徴収猶予） 

第３条 区長は、保険料の納付義務者が次のいずれかの事情に該当したことにより、

一時的に生活困難となり、保険料を負担することが困難と認められるときは、当



該納付義務者の申請により、６か月を限度として、その徴収を猶予することがで

きる。 

（１）災害等による財産の損害 条例第１８条第１項第１号に該当する場合で、損

害の程度が当該財産の３割以上の被害、又は床上以上の浸水被害を受けたとき

をいう。 

（２）収入の著しい減少 条例第１８条第１項第２号から第５号までに自己の意思

に反して該当し、実収入月額と基準生活費を対比し、保険料充当額が保険料賦

課額の未到来額の月割額（以下「保険料月割額」という。）に満たない状態に

なったときをいう。 

（３）前各号に掲げる事由に類する事由があるとき。 

（減免） 

第４条 区長は、保険料の納付義務者が、前条各号のいずれかの事情に該当したこ

とにより、生活困難となり、保険料を負担することが困難と認められるときは、

当該納付義務者の申請により、申請日の属する年度に賦課された保険料額の２分

の１に相当する額を減額することができる。ただし、区長が必要と認める場合は

当該年度の年間保険料を免除することができる。 

２ 保険料の納付義務者が法第６３条の規定に該当する施設に拘禁されたときは、

当該納付義務者の申請により、申請を受けた日の属する月から拘禁が終了した日

の属する月の前月分まで免除することができる。 

３ 保険料の徴収猶予及び減免の申請は、申請事由発生後６か月以内に行わなけれ

ばならない。ただし、申請が困難と認められる正当な理由がある場合はこの限り

ではない。 

（生活困難の認定） 

第５条 第３条及び前条における「生活困難」とは、第２条に定める事由に該当し、

その者が利用し得る資産又は能力の活用を図ったにもかかわらず、保険料を支払

うことが困難と認められる者とする。 

２ 資産又は能力の活用の基準は次に定めるところによる。 

（１）資産の活用の基準 

当該世帯に保有されている資産のすべてが、生活又は営業上の必需財産であ

ること。 

ア 宅地については、当該世帯の居住の用に供される家屋に付属した土地であ 

れば、著しく保有の限度を超えるものを除き、原則として保有を認める。 

イ 家屋については、当該世帯の居住の用に供せられる家屋であれば、著しく 

保有の限度を超えるものを除き、原則として保有を認める。 

ウ 事業の用に供せられる家屋（居住用家屋は除く。）については、その家屋  

の保有が当該地域の低所得者世帯との均衡を著しく失する場合を除き、原則



として保有を認める。 

エ 貸家については、家賃の合計年額が貸家を売却した場合の代金より多いと 

認められる場合を除き、原則として保有は認められない。 

オ 預貯金については、確認した金額が著しく高額でない場合は、原則として 

保有を認める。 

また、震災に伴う義援金、災害弔慰金、災害見舞金等で自立更生のために必

要な資金として保有するものは、その保有を認める。 

なお、「著しく高額でない場合」とは、世帯の構成・状況等により異なるた

め概ね基準生活費の３か月分未満の場合を目安に判定する。 

（２）能力の活用の基準 

世帯のうち、労働力を有する者は働いていること。ただし、働いていないこ

とについて入院又は加療中である等の真にやむを得ない事情があるときはこの

限りでない。 

また、公私の負担又は援助を受けることができるものは、それを受けている

こと。 

（保険料の徴収猶予及び減免の適用の申請書の様式） 

第６条 保険料の徴収猶予の申請書は、規則第２１条第１項に規定する介護保険料

徴収猶予申請書によらなければならない。 

２ 保険料の減免の申請書は、規則第２２条第１項に規定する介護保険料減免申請

書によらなければならない。 

（手続） 

第７条 前条の申請書を提出する場合は、次の各号に定める必要書類をそれぞれ添

付するものとする。 

（１）被保険者証 

（２）当該世帯の世帯員中事業所に勤務する者のある場合は、給与証明書及び給与

外収入等申告書（住民税等の申告がない者） 

（３）前号以外の者については、収入・無収入申告書（住民税等の申告がない者） 

（４）地代・家賃・間代証明書又は証明されるもの（地代等の収入がある者） 

（５）罹災証明書（第３条第１号に該当する者） 

（６）在所（在監）証明書（第４条第２項に該当する者） 

（７）その他法令に定める特別の事情に該当することを確認するために必要な書類 

（保険料の徴収猶予及び減免の適用の決定通知書） 

第８条 区長は、保険料の徴収猶予について第６条に定める申請書を受理し、適用

の可否を決定した場合は、規則第２１条第２項に規定する介護保険料徴収猶予決

定通知書又は介護保険料徴収猶予不許可通知書により通知するものとする。 

２ 区長は、保険料の減免について第６条に定める申請書を受理し、適用の可否を



決定した場合は、規則第２２条第２項に規定する介護保険料減免決定通知書若し

くは規則別記４６号様式又は規則別記４６号の２様式により通知するものとす

る。  

３ 区長は、特別徴収対象者に関する保険料の減免を決定した場合には、当該保険

料を特別徴収することを中止して普通徴収するものとし、その旨を特別徴収義務

者（法第１３５条第２項に規定する特別徴収義務者をいう。）に通知しなければ

ならない。 

（保険料の徴収猶予及び減免の取消） 

第９条 区長は、保険料の徴収猶予及び減免の適用の措置を受けた者が次の各号の

いずれかに該当する場合においてはその措置を変更し又は取り消し、保険料の全

部または一部を、一時にこれを返還させることができる。 

（１）虚偽の申請その他不正の行為により、この措置を受けたことが発見されたと

き。 

（２）資力その他の事情が変化したため、この措置の必要がなくなったと認められ

るとき。 

（３）保険料の納付を不当に免れようとする行為があったと認められるとき。 

２ 前項において、保険料の徴収猶予の変更又は取消を行った場合には、規則第２

１条第３項に規定する介護保険料徴収猶予取消通知書により、減免の変更又は取

消を行った場合には規則第２２条第３項に規定する介護保険料減免取消通知書

により通知するものとする。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、保険料の徴収猶予及び減免に関し必要な

事項は健康生きがい部長が別に定める。  

付 則 
１ この要綱は、平成１２年９月２９日から施行する。 
（新型コロナウイルス感染症の影響を受けた第１号被保険者に対する保険料の減免特

例） 
２ 第４条の規定によるほか、区長は、「新型コロナウイルス感染症の影響により収入 

が減少したこと等による介護保険の第一号保険料の令和４年度における減免措置に

対する今後の財政支援の取扱いについて」（令和４年３月１４日付け厚生労働省老健

局介護保険計画課事務連絡）に基づき、次の各号に掲げる第１号被保険者について、

当該各号に定める額の保険料を減額又は免除することができる。この場合において、

当該第１号被保険者が次の各号のいずれにも該当するときは、第１号の規定によるも

のとする。 
（１）新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を



有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）によ

り、その属する世帯の主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った第１号

被保険者 全額 
（２）新型コロナウイルス感染症の影響により、その属する世帯の主たる生計維持者の

事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下「事業収入等」という。）の

減少が見込まれ、次のア及びイのいずれにも該当する第１号被保険者 次の表１で

算出した対象保険料額に、表２の前年の合計所得金額の区分に応じた減額又は免除

の割合を乗じて得た額 
ア その属する世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険金、

損害賠償等により補填されるべき金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の

額の１０分の３以上であること。 
イ その属する主たる生計維持者の合計所得金額（地方税法（昭和 25 年法律第 226

号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、租税特別措置法（昭

和 32 年法律第 26 号）に規定される長期譲渡所得金額又は短期譲渡所得金額に係る

特別控除額の適用がある場合には、当該合計所得金額から特別控除額を控除して得

た額。以下同じ。）のうち、減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外

の前年の所得の合計額が４００万円以下であること。 
表１ 
対象保険料額＝A×B／C 
A：当該第１号被保険者の保険料額 
B：当該第１号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の減少することが見込ま

れる事業収入等に係る前年の所得額 
C：当該第１号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額 

表２ 
前年の合計所得金額 減額又は免除の割合 

２１０万円以下であるとき １０分の１０ 
２１０万円を超えるとき １０分の８ 

３ 前項第２号の規定に関わらず、主たる生計維持者が事業等を廃止又は失業した場合

には、前年の合計所得金額に関わらず、対象保険料額の全額を免除する。 
４ 前２項の規定に基づき減額又は免除の対象となる保険料は、令和４年度分の保険料

であって令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に普通徴収の納期限（特

別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日。以下同じ。）が設定され

ているものとする。 
５ 令和３年度相当分の保険料額であって、令和３年度末に資格を取得したことにより、 

令和４年４月以降の期間に普通徴収の納期限が到来するものについては、前３項の規定

を準用する。 



６ 第２項から前項までの規定による保険料の減額又は免除に必要な申請その他の手

続については、第６条から第１０条までの規定を準用する。 
付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行し、令和２年２月１日から適用する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、付則第２項第１号の改正規

定は、令和３年２月１３日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の板橋区介護保険料の徴収猶予及び減免に関する事務処理

要綱付則第２項から第６項までの規定は、令和３年度分以降の保険料について適用し、

令和２年度分以前の保険料については、なお従前の例による。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の板橋区介護保険料の徴収猶予及び減免に関する事務処理

要綱付則第２項から第６項までの規定は、令和４年度分以降の保険料について適用し、

令和３年度分以前の保険料については、なお従前の例による。 

 

 
 


